
42.9万㎡ 

43.1% 

13.1万㎡ 

13.2% 

7.4万㎡ 

7.5% 

7.3万㎡ 

7.4% 
4.2万㎡ 

4.3% 

4.1万㎡ 

4.1% 

3.5万㎡ 

3.5% 

3.4万㎡ 

3.5% 

2.8万㎡ 

2.8% 

10.6万㎡ 

10.6% 

学校教育施設 

市営住宅 

文化施設 

産業系施設 

庁舎等 

スポーツ施設 

子育て支援施設 

公民館 

観光・レクリエーション施設 

その他施設（消防含む） 

対象施設 
９９.4万㎡ 
３９４施設 

71施設 

21施設 

26施設 

12施設 

53施設 

76施設 

23施設 

79施設 

11施設 

22施設 

築10年未満, 

42施設, 

11%

築10-19年, 

63施設, 

16%

築20-29年, 

75施設, 

19%

築30-39年, 

94施設, 

24%

築40-49年, 

95施設, 

24%

築50年以上, 

25施設, 6%

老年人口 
 ＋１８% 

 福井市施設マネジメント計画について 

２ 現状と課題 

「人口」 「財政」「施設」＋「まちづくり」における課題  ⇒ 施設マネジメントの取組による施設の量と質の両面からの見直しの必要性 

人口減少と人口構成の変化
 

人口減少⇒ 将来世代の負担増が懸念 
少子高齢化等⇒ 施設ニーズの変化への対応 

年少人口 
△４２% 

生産年齢人口 

△４２% 

施設を維持するための予算の確保が困難
 

財政規模の縮小、義務的経費の増大 
⇒普通建設事業費の確保が困難 

施設情報の一元化（全体像の把握） 

機能の複合化と集約化（量の見直し） 

保全による長寿命化（質の見直し） 

施設更新コストの平準化（コストの見直し） 

 

今後は人口減少が加速 

今後１０年後には施設全体の 

３割以上が更新時期を迎える 

 

 

 

  

■策定目的 

 老朽化する施設の増加や、人口減少及び少子高齢化の進行と

いった社会経済情勢の変化に対応するため、今後の施設の総

量や、施設で提供されている機能等について見直す必要があり

ます。 

 そのため本計画では、地域特性に応じた今後のまちづくりや社

会経済情勢の変化に伴う新たな市民ニーズへの対応も踏まえた

上で、将来に向けた目指すべき施設の方向性を定めます。 

■計画期間 

 ２０５０年まで（県都デザイン戦略の目標年次に合わせて設定） 

■対象施設 

 インフラ等の施設を除く施設 計３９４施設※ 

                       ※原則として施設面積が３００㎡以上を対象 

 
公共施設等総合管理計画 
の一部として位置づけ

 

今後の課題 

３ 施設マネジメントの必要性と取組 

今後は人口減少が加速 

今後１０年後には施設全体の 

３割以上が更新時期を迎える 

  本計画に基づき、市民のみなさんとともに 

今後の施設のあり方を検討 

※ 総務省からの公共施設等総合管理計画の要請                  
（平成26年4月22日） 

 ●平成28年度までに各自治体が計画を策定 

 ●計画期間は10年以上 

 ●現状と課題の明確化 

 ●基本方針の策定（優先順位、手法など） 

 ●数値目標の設定        など 

第５回本部会議（決定） 

パブリックコメント 

第４回本部会議(素案確定) １１月４日 

１２月中 

２月初旬 

公 表 

■計画策定の流れ 

今後の課題 

  

歳出 

■計画策定の流れ 

福井市 
施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 
基本方針 

福井市 
施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

計画 

・施設データを収集し、現状・課題を把握 

・施設の用途分類ごとに方向性(案)を作成 

２０１２年度 

・市民アンケートの実施 

・有識者による委員会での助言 

人口増減率 
2010年/2050年 

総人口△２７．３％ 

43.2万㎡

43.5%

13.1万㎡

13.2%

7.4万㎡

7.5%

7.3万㎡

7.3%

4.2万㎡

4.3%

4.0万㎡

4.1%

3.5万㎡

3.6%

3.4万㎡

3.5%

2.8万㎡

2.8% 10.2万㎡

10.3%

学校教育施設

市営住宅

文化施設

産業系施設

庁舎等

スポーツ施設

子育て支援施設

公民館

観光・レクリエーション

その他施設（消防含む）

対象施設

９９.３万㎡

３９４施設

71施設

21施設

26施設

12施設

53施設

76施設

23施設

79施設

11施設

22施設

施設の老朽化の進行と更新時期の集中
 

施設老朽化の進行 
⇒更新時期の集中による更新費の増大 

１０年以内に更新の
検討対象となる施設

が約３割を占める 

今後の課題 

まちづくりと施設マネジメント
 

・地域ニーズの把握 

・地域の活性化 

・民間や地域との連携 等 

ソ
フ
ト
の
視
点 

・ニーズに対応した施設整備 

・防災拠点の整備 

・まちづくりの重点事業 

・適正配置による立地誘導 

・バリアフリー対応 等 

ハ
ー
ド
の
視
点 

 施設の立地にあたって、利用圏域や対象等に配慮しつ

つ、周辺の土地利用や交通環境に与える影響等も十分検

討する必要があります。 

住み良い環境づくり 

防災都市づくり 

福祉、健康のまちづくり 

 行政は施設整備、市民防災・減災に向けた取組等、あらゆ

る主体が互いの役割と責務を共有し、主体的な活動を実践

することにより、災害に強い都市づくりの実現を図ります。 

 子どもから高齢者、障害者等を含めて、社会のあらゆる活

動に自由に参画し、自己実現を図っていける都市づくりを推

進します。 

・中心市街地や公共交通幹線軸への広域施設の誘導 

・地域拠点や基礎生活圏での施設の集約 

■将来都市像《全体構想》（福井市都市計画マスタープラン) 

 『中心市街地と地域拠点が公共交通ﾈｯﾄﾜｰｸにより 
有機的に結ばれた都市』 
 ・にぎわい・観光・交流の拠点となる中心市街地の形成 

 ・日常生活に必要な機能を集約した地域拠点の形成 

 ・公共交通幹線軸の強化と幹線軸沿いへの都市機能の集積 

＜基本的な考え方＞ 
 ・施設、人口、財政の課題 
 ・４つの取組方針 
 ・全庁的な取組体制 

計画書『』 
Ｐ●～ 

歳入 

１ 福井市施設マネジメント計画とは 

社会経済情勢の変化に対応（施設適正化の視点） 将来都市像への対応（まちづくりの視点） 

福井市の将来都市像を見据えた施設配置の推進 

まちづくりと施設のあり方 

■身近な生活空間づくりの方針《分野別方針》 
 

・利用圏域等に配慮しつつ、周辺の土地利用や交通環境 
 への影響を検討した施設の立地 

・施設の耐震化等による災害に強い都市づくり 
・ライフラインの強化や避難路の確保 など 

・施設のバリアフリー化等により、すべての市民健康でいき 
 いきと暮らせる都市づくり 

施設に求められる役割への対応 

 
 

 
 

※表記の数値について、端数処理の関係で合計が一致しない個所がある。 

２０１３年度 

２０１４年度 



施設マネジメント計画の全体像 

② 複合化の取組（主に地域施設） 

① 長寿命化の取組（継続する施設） 

  計画的な保全の実施により、建物寿命を７０年まで延ばす長寿命化の 
イメージを示しています。 

＜長寿命化のイメージ図＞ 
 

【 ☞想定される効果】  

・安全な施設の提供と、 

 全体的な更新費用の 

 縮減 

 学校の近隣に老朽化した施設があるような場合に、老朽化した施設を廃止
し、異なる機能を学校教育施設に移転するイメージを示しています。 

【☞想定される効果】  

・既存施設の余裕スペース等の 

 有効活用 

・拠点施設における利便性の向 

 上による利用者数の増加 

・維持管理経費の節減 

・児童の防犯や安全面での効果 

※複合化の実施に際しては、施設内
の管理区分を明確化し、施設利用者
の安全安心を確保。 

＜複合化のイメージ図＞ 
 

③ 集約化の取組（主に広域施設） 

 近隣に類似する機能の施設が複数あるような場合に、他施設へ 
機能を移転するイメージを示しています。 

【 ☞想定される効果】  

・複数のサービスが利用可能 

 となり、利便性が向上 

・リニューアル後の施設稼働率 

 の向上 

※行政目的での活用が見込まれない
場合には、更地にしての貸付や売却
等による新たな財源の確保を検討 

※ 

３ 施設マネジメントの考え方 

 「人口」 「財政」「施設」等における課題解決を図り、今後のまちづくりを実現するための方策である 

施設マネジメントの必要性や取組の考え方について整理しました。 

４ 目標設定の考え方 

学校施設の複合化※  

人口と施設面積の推移（～２０５０年） 
 

数値目標：将来コスト縮減率 ４０％ 

今後の人口の減少を目安として 
施設総面積も見直すものとする 

●施設の長寿命化による更新費の縮減 

●施設総面積の縮減率は１７％程度※ 

  (複合化、集約化、取り壊し、減築等により推進) 

●施設量の縮減に伴う施設維持管理費の 
   減少 

  

※人口減少率に合わせた縮減率２５％のうち、計画期間内である２０５０年 
 までに建替え時期を迎える施設を対象として試算した結果、１７％となりまし
た。 

５ 取組手法のイメージ（再編パターン） 

学校教育施設の複合化※  

 本市が現在保有する施設全てを維持し続けた場合の５

０年間の施設更新費を推計した結果、今後５０年間で必

要な施設の更新費は平均約７０億円/年となりました。 

 本市の財政状況や将来世代の財政負担を考えると、全

ての施設を更新していくことは非常に困難であるといえ

ます。 

 そのため、少なくとも現在の施設整備費の水準４５億

円/年以下程度に縮減する必要があることから、右図の

ような様々な手法により取り組むこととします。 

 この取組みの効果により、約４０％の縮減が見込める

ことから、これを数値目標として設定します。 

①長寿命化による縮減効果 
  △５億円/年 

②施設総面積縮減による縮減効果 

  △１２億円/年 

③施設総面積縮減による維持管理費縮減効果    
  △１０億円/年 

【縮減効果の合計】 

  △２７億円/年 

④新たな取組による 

 財源確保 
（不足額が生じる場合に充当) 

数値目標：将来コスト縮減率 ４０％ 

施設総面積の適正化とライフサイクルコストの縮減 

 本市が現在保有する施設の全てを維持し続けた場合の施設更新費を 

推計した結果、平均すると約７０億円/年となりました。 

 将来世代の財政負担を考えると、全ての施設を更新していくことは困難 

であるため、少なくとも現在の施設更新費の水準である４５億円/年以下

程度に縮減する必要があります。  

 そのため、施設の長寿命化や施設総面積及び維持管理費の縮減等に

より、施設更新費の縮減に取り組んでいきます。 

 建物を解体し、 
 跡地は売却や転用など 

＜集約化のイメージ図＞ 
 

リニューアル 

縮減効果後の 

更新費見込み 

43億円/年 
  

今後50年間の 

更新費見込み 

70億円/年 

  

縮減効果の 

見込み 

27億円/年 

  

数値目標：将来コスト縮減率 ４０％ 

将来の人口減少や今後のまちづくりを 
見据えて施設総面積も見直すものとする 

  

●施設の長寿命化による更新費の縮減 

●施設総面積の縮減率は１７％程度 

  (複合化、集約化、取り壊し、減築等により推進) 

●施設総面積の縮減に伴う維持管理費の  
  縮減 
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学校教育施設 その他施設 総人口

総人口＝減少

総面積＝増加
総人口＝減少

総面積＝？？

総人口＝増加

総面積＝増加

総人口は長期的に

２５％程度減少見込み

総面積は過去３０年以上にわたって増加

※ 合併以前の旧町村の施設を含む

人口ピークは1995年

25％減

人口と施設面積の推移（～２０５０年） 
 

施設情報の一元化（全体像の把握） 

機能の複合化と集約化（量の見直し） 

保全による長寿命化（質の見直し） 

施設更新コストの平準化（コストの見直し） 

 

『社会経済情勢の変化に対応』 
 
      人口減少・少子高齢化 
 
      財政規模の縮小 
 
      更新時期が一斉に到来 

『将来都市像への対応』 
    
     防災都市づくり 
    
     住み良い環境づくり 
    
     福祉、健康のまちづくり  

 
 

 
 

 

▶長寿命化・複合化等の取組 

▶ 数値目標の設定 

▶ 用途分類ごとの方向性 

 

  

早期に取り組む必要性 

 

今後は人口減少が加速 

今後１０年以内には施設全体の 

約３割が更新時期を迎える 
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学校教育施設 その他施設 総人口

総人口＝減少

総面積＝増加
総人口＝減少

総面積＝？？

総人口＝増加

総面積＝増加

総人口は長期的に

２５％程度減少見込み

総面積は過去３０年以上にわたって増加

※ 合併以前の旧町村の施設を含む

人口ピークは1995年

25％減



６ 用途分類ごとの方向性 

用途分類ごとの状況を踏まえた今後の方向性
 

施設用途 方針 今後の方向性 

地 
域 
施 
設 

 中学校 
複合化 
長寿命化 

 中学校は複数の小学校区を範囲とする義務教育施設であり、耐震補強事業の実施 

により耐震性が確保されることから、複合化等により多機能化を進め、長寿命化 
を行う。 

 小学校 
複合化 
長寿命化 

 小学校は義務教育施設であり、耐震補強事業の実施により耐震性が確保されるこ
とから、地域の重点施設として複合化等を進め、長寿命化を行う。 

 幼稚園 
運営形態の見直し 
長寿命化 

 認定こども園化等によるサービスの見直しを進め、維持していく施設については、
長寿命化を行う。 

 児童館･ 
 児童クラブ 

複合化 
機能移転 

 児童の健全育成に必要な施設であるため、児童館・児童クラブを実施している施
設は計画的な維持保全に取り組み、建替え時には学校施設への機能の複合化を検討
する。また、児童クラブを新規に開設する場合は、学校の余裕教室や市有施設の利
活用を行う。 

 保育園 
有効活用 
長寿命化 

 未就学児に対する教育及び保育、保護者に対する子育て支援を提供する上で、維 

持していく施設については長寿命化を行い、休園施設については有効活用を図る。 

 公民館 
複合化 
有効活用 

 建替え時期に合わせて複合化を含めた設置方法を検討する。公民館の機能につい
ては利用状況や他の施設との重複状況を勘案し、必要に応じた見直しを行いながら
有効活用を図る。 

 消防･防災施設 

【分団本部等】 
複合化 
長寿命化 

 消防・防災施設の計画的な保全改修による長寿命化及び他の施設への複合化を図
る。 

広 
域 
施 
設 

 庁舎等 
有効活用 
長寿命化 

 行政事務を行う施設であることから、計画的な保全改修により長寿命化を図る。 

また、市民サービスの低下とならないよう配慮した上で規模の適正化を進め、余裕
スペースの有効活用を行う。 

 多目的 
 ホール 

統廃合 
有効活用 

 利用者数が少ない施設については、地域性、使用目的、配置状況を勘案し、統廃
合等を行う。また施設内の機能についても、必要性を見直し有効活用を図る。 

 文化財 運営形態の見直し 
 文化財は法令によって適切な保存・管理が義務付けられているが、可能な限り運
用を見直し、活用方法を改善することで利用者の増加を図る。 

 博物館等 
統廃合 
運営形態の見直し 

 施設の事業内容、運営状況、地域性を十分考慮し、複合施設の場合は他の機能も
勘案した上で統廃合等を図る。また施設間で調整し、重複資料の選択受入を行うな
どの収蔵庫の効率的活用を図る。 

 図書館 運営形態の見直し 
 市民が利用しやすい施設を維持するために、地域性や特殊性に配慮した上で、適
切な配置や業務委託の導入による管理運営の見直しなどを行い効率化を図る。 

 産業系施設 
運営形態の見直し 
統廃合 

 公共施設としての必要性を明確にし、社会経済情勢の変化や市民ニーズの変化に
より施設の設置意義が薄れた施設については、管理運営の見直しや統廃合等を行う。

 観光･レクリ 
 エーション施設 

運営形態の見直し 
統廃合 

 公共施設としての必要性を明確にし、採算性が高い施設については民営化等の管
理運営の見直しを行う。また地域性、採算性及び類似施設の状況を勘案し施設の統
廃合等を行う。 

 スポーツ施設 
運営形態の見直し 
統廃合 

 施設の利用者が限定されている施設については、運営主体等の変更による管理運
営や受益者負担の見直しを行う。また老朽化し、利用者数の少ない施設については
配置状況を勘案し統廃合等を行う。 

 市営住宅 
統廃合 
長寿命化 

 中長期的な需要等も勘案し、定期的な維持保全や建替えにより施設の長寿命化を
進めるとともに、老朽化した施設の廃止も検討する。 

消防･防災施設 
【消防署、分署等】 

統廃合 
長寿命化 

 消防・防災施設の計画的な保全改修による長寿命化及び統廃合等を図る。 

その他施設 
 【駐車場、福祉･  教育、

ごみ処理施設】 

運営形態の見直し 
統廃合 
集約化 

 各施設の設置目的を確認し、地域性、公共性、管理運営の効率性を勘案した上で、
必要性の高い施設については計画的な維持保全を行い、必要性の低い施設について
は統廃合等を進めるとともに、分散している施設については集約化を図る。 

７ 施設マネジメントの取組の具体化にあたって 

① 推進体制 

 統括部門は、具体的な取組の推進状況を把握するとともに、より実効性のある取組が行われるよう

全体的に管理していきます。また収集した施設データを基に施設カルテを作成し、施設の有効活用を

進めます。 

 実施部門は、建物性能や施設の利用状況を踏まえて施設の長寿命化・複合化・集約化等に取り組む

とともに、安全で良好な施設環境を確保していきます。 

（１）庁内推進体制 

 長期的なまちづくりの視点から、市街地や郊外といった地域性を考慮して施設マネジメントに取り

組んでいきます。施設の配置のあり方については、中心市街地や公共交通幹線軸への誘導や基礎生活

圏内の機能の集約等について検討していきます。 

 施設の運営については、協働のまちづくり、地域力を活かしたまちづくりの観点から、民間や地域

との連携を図ります。 

（２）将来のまちづくり 

 計画の推進にあたっては、施設利用者、住民、次世代の意見も踏まえ、世代や地域ごとに必要な

サービスを考慮した施設の適正配置・整備を検討していきます。 

（２）市民との連携 

 複合化等により不要となった跡地等については、貸付や売却などを行うことにより新たな財源の確

保に取り組みます。 

 施設の管理運営に関しては、ＮＰＯや民間の活用等、多様な管理運営手法を調査・検討し、効率化

を図ります。 

 今後のニーズの変化に柔軟に対応できるように、将来的な用途転用や減築を見据えた整備手法を検

討していきます。  

 施設と周辺のインフラ施設のあり方を一体的に検討していきます。 

（４）保有資産の有効活用 

 国や他の自治体等と、施設に関する情報の共有、相互利用や共同運用、サービスの連携等による保

有資産の有効活用に向けた取組について検討していきます。 

（５）多角的な連携 

 今後も維持していく施設については、防災機能やバリアフリー、省エネルギーなど、施設の機能を

高めることにより、安全・安心で良好な施設環境の確保に取り組みます。 

（３）安全安心の確保 

計画の推進にあたっては、市民のみなさんの意見を踏まえて、 
施設の今後のあり方を検討していきます。 

② 取組の具体化にあたって 

 次世代の負担増につながらないよう、将来需要を見越した適正な規模で施設の更新・整備を行うと

ともに、維持管理費の低減に取り組みます。 

 

（１）健全な財政運営 


